




























































































































く，高齢化率 7% から 14％までの倍比年数は，日本の 24 年をしの







































































定都市市長あて厚生省社会局長通達文 18）に基づく）の 2 種である．「老
人福祉センター」は，高齢者に対し各種相談や講座などのサービス
を提供する施設であり，大規模なものから特 A 型，A 型，B 型がある．





























うになった文 20）, 文 21）．今日の敬老堂では，より生産性のある活動とし
て，高齢者による子ども支援等の新たなプログラムの導入等が始ま
り，より開かれた施設づくりが 1 つの課題となっている文 22）．


































答施設数は 42 自治体の 523 ヶ所であるが，開設年の集計のみ，開
設年が明らかとなった 516 ヶ所を有効回答とする．
3.2.1　自治体ごとの整備状況　自治体ごとの施設数と運営主体別の
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種類 老人福祉センターA 老人福祉センターB 老人憩の家 独自 合計
施設数（ヶ所） 62 104 99 258 523
構成比 11.9% 19.9% 18.9% 49.3% 100%
表 5．東京都の各自治体における自立高齢者支援に関する施策・計画の分類
図 2．東京都の自治体ごとにみた施設数と運営主体別の内訳




老人福祉センターA 老人福祉センターB 老人憩の家 独自 合計
浴室有り 58（93.5％） 27（26％） 63（64％） 92（36％） 240（46％）
浴室無し 4（6.5％） 77（74％） 36（36％） 166（64％） 283（54％）
合計 62（100％） 104（100％） 99（100％） 258（100％） 523(100%）




































































併設施設タイプ コミュニティ施設 独立 児童・教育施設 福祉施設 その他公共施設 住宅 民間施設 全体
施設数（ヶ所） 211 140 74 45 34 17 2 523
構成比 40.3% 26.8% 14.1% 8.6% 6.5% 3.3% 0.4% 100%
一日平均利用人数
の平均（人）
























































































































































































































































































自治体名 ソウル市 陽川区 永登浦区 城北区 蘆原区
面積（㎢） 605.21 17.401 24.56 24.57 35.44
人口（2014） 1,038万人 49万人 42万人 48万人 59万人
高齢者人口（2014） 120万人 5万人 5万人 6万人 6.5万人
高齢化率（2014） 11.50% 9.53% 11.60% 12.72% 11.03%
財政自立度順位（2014） - 14位/25区 7位/25区 19位/25区 25位/25区
敬老堂施設数（ヶ所）（2013） 3,114 160 174 150 239








































































































































1960年以前 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 














集合住宅 独立 公共施設 その他 不明 合計
区立 20 754 14 74 45 907
私立 1912 114 11 27 7 2071
不明 0 0 0 0 136 136






















































































6.1.5　建築　8 施設中 3 施設が改修型であり，SA，CI は住宅を改
修している．全施設で敬老堂の専有部分は上足の設えとなっていた．






















施設名称 KD敬老堂 SA敬老堂 CI敬老堂 SB敬老堂 DS敬老堂 YC敬老堂 GV敬老堂 DC敬老堂




所在地 永登浦区 蘆原区 城北区 永登浦区 陽川区 陽川区 蘆原区 永登浦区
区立/私立 区立 区立 区立 区立 区立 私立 私立 私立　
開設年 1974年以前 1984年 1988年 1996年 2002年 1995年 2001年 2012年
利用者役職 会長・総務・調理他 会長・総務・清掃他 会長・総務・調理他 会長・総務・調理他 会長・副会長他 会長・副会長・調理他 会長・総務・調理他 会長・副会長・調理他


















会員数 約70人 60人 49人 53人 38人 89人 70人以上 27人
1日平均人数 20人 約20人 15人 37人 20人 45人 30～35人 15～20人
年齢層 72～90歳 70～80代 68～96歳 76～90歳 70～80代 65歳以上 70～97歳 68歳以上































食事 毎日 毎日 毎日 月～土曜日 週3日 毎日 月～土曜日（冬季休み）毎日
建
築
築年 2012年 1969年 1967年 1991年 2002年 1995年 2002年 2010年
面積 144.48㎡ 134.11㎡ 71.97㎡ 165㎡ 230.4㎡ 259㎡ 343.18㎡ 147㎡
併設 公共施設等 無し 無し アパートの公園 無し アパート共用施設 アパート共用施設 アパート住戸
新築/改修 新築 改修（住宅） 改修（住宅） 新築 新築 新築 新築 改修（集合住宅）


















































































































































11 12 13 14 15
12 13 14 15 16 
12 13 14 15 16
























 C  D
 E
0 20 40 60 80 100 120 
0 40 80 120 160 200 240 
0 10 20 30 40 50 60 70 
0 20 40 60 80 100 120 














































































































































































































































































































からの示唆̶」 海外社会保障研究 159 号，76-84，2007




ス支援事業」運営者に対する調査から - 自立高齢者の生活を形作る居場所に関する研究 その 1」
　学術講演梗概集 . E-1，建築計画 I，各種建物・地域施設，設計方法，構法計画，人間工学，
計画基礎　2005，305-306，2005-07-31 
9）　伊東理恵，今井範子，阿部文佳　「街かどデイハウスの利用状況 - 利用者に対する調査 - 自
立高齢者の生活を形作る居場所に関する研究 その 2」　学術講演梗概集 . E-1，建築計画 I，各










する研究 その 2̶」　学術講演梗概集 . E-1, 建築計画 I, 各種建物・地域施設 , 設計方法 , 構法
計画 , 人間工学 , 計画基礎 2006, 185-186, 2006-07-31
13）　篠田紀行，竹宮健司　「都心部における既存建築ストックの高齢者福祉・生活支援施設へ










み - 武豊町介護予防モデル事業「武豊町憩いのサロン」 : (〈特集 II〉地域福祉と介護予防の日
韓比較 )」　日本福祉大学社会福祉論集 特集号，99-107，2008-06-30 
18）　厚生省社会局　「老人福祉法による老人福祉センターの設置及び運営について（昭和５２
年８月１日 社老第４８号）（各都道府県知事・各指定都市市長あて 社会局長通達）」
19）　厚生省社会局　「老人憩の家の設置運営について（昭和 40 年 4 月 5 日）（社老第 88 号）（各
都道府県知事あて厚生省社会局長通知）」
20）　So-Young Cho, Development of Kyungrodang Senior Care Services in Korea, 21st 
Century COE Program, Nihon Fukushi University Working Paper Series, WP-2006-03-E, 
2-7　




23）　足立区　「足立区高齢者福祉保健計画　介護保険事業計画　平成 24 〜 26 年度」　
pp.27,29，2012
24）　荒川区　「荒川区基本計画 平成 19 年度 ~28 年度」　pp.30,136,137，2007
25）　板橋区　「第二次板橋区地域保健福祉計画　平成 18 年度〜 27 年度」　pp.34,71,72，
2006




29）　大田区　「大田区公共施設整備計画（平成 26 年度〜 30 年度）」　pp.19,20,25,26，2014
30）　葛飾区　「葛飾区施設白書（平成 23 年度版）」　pp.61,62，2011
31）　北区　「高齢者保健福祉計画（平成 25 年度〜 29 年度）」　pp.38,51，2013
32）　江東区　「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 ( 平成 24 〜 26 年度 )」　pp.73,74,76，
2012
33）　江東区　「江東区施設白書（平成 18 年度）」　pp.31,32，2006
34）　品川区　「第二期品川区地域福祉計画（平成 23 〜 32 年度）」　pp.9,31,32，2011
35）　品川区　「品川区公共施設有効活用プラン（平成 24 年）」　pp.30,31,32,39，2012
36）　渋谷区　「渋谷区実施計画 2013」　pp.14,15,43，2013
37）　新宿区　「新宿区高齢者保健福祉計画・第 5 期介護保険事業計画（平成 24 年度〜 26 年度）」
　pp.34,36,37,39,41,42,60，2012
38）　杉並区　「杉並区保健福祉計画（平成 25 年度〜 29 年度）」　pp.78,79，2013
39）　杉並区　「杉並区区立施設再編整備計画（第一期）・第一次実施プラン（平成 26 年度〜 33
年度）」　pp2,5，2014
40）　墨田区　「墨田区高齢者福祉総合計画・第 5 期介護保険事業計画（平成 24 年 3 月）」　
pp.72 〜 75,85 〜 87，2012-3
41）　世田谷区　「第 5 期世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」　pp.34,35,55，
2012
42）　世田谷区　「公共施設整備方針（平成 26 〜 29 年度）」　p.9，2014
43）　台東区　「第 5 期台東区高齢者保健福祉計画・台東区介護保険事業計画（平成 24 から 26
年度）」　pp.24,35，2012
44）　中央区　「第三次中央区保健医療福祉計画」　pp.76,77,99，2009
45）　千代田区　「千代田区 保健福祉総合計画 （平成 24 年度〜平成 28 年度）」　pp.32,37，
2012
46）　豊島区　「豊島区地域保健福祉計画（平成 24 年度〜 28 年度）」　pp.36,83，2012
47）　中野区　「健康福祉都市なかの」を実現する基本計画 中野区保健福祉総合推進計画 2012 
・第５期中野区介護保険事業計画 ・第３期中野区障害福祉計画 」　pp.70,121，2012
48）　練馬区　「第 5 期　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成 24 〜 26 年度）」　
pp.63,83,84,85,88,149,153,154，2012
49）　練馬区　「敬老館事業の今後の基本方針」　pp.5 〜 8,17 〜 30，2011




52）　 目 黒 区　「 目 黒 区 保 健 医 療 福 祉 計 画（ 平 成 24 年 度 か ら 平 成 28 年 度 ）」　
pp.36,40,41,42,44，2012







59）　国立市　「国立市地域保健福祉計画（平成 24 年 3 月）」　pp.25,69,70,71，2012-3
60）　小金井市　「第５期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」　p.200，2012
61）　小金井市　「小金井市施設白書（平成 24 年 3 月）」　pp.43,60，2012-3
62）　国分寺市　「国分寺市高齢者保健福祉計画　第 5 期国分寺市介護保険事業計画（平成 24
年度から平成 26 年度）」　pp.74 〜 76，2012
63）　小平市　「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成 24 年度〜平成 26 年度）」　
pp.47,48,51，2012
64）　小平市　「小平市公共施設白書（平成 19 年）」　pp.19 〜 21，2007
65）　狛江市　「狛江市第３次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画）」　p.12，2012
66）　立川市　「立川市高齢者福祉介護計画 ( 平成 24 年度から平成 26 年度 )」　pp.71,85，
2012
67）　立川市　「立川市公共施設白書（平成 23 年）」　p.221，　2011
68）　多摩市　「多摩市高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）平成 24 〜 26 年度」　
pp.49,50,63,64，2012
69）　調布市　「第 5 期調布市高齢者総合計画」　p.73，2012
70）　 西 東 京 市　「 西 東 京 市 高 齢 者 保 健 福 祉 計 画・ 介 護 保 険 事 業 計 画（ 第 5 期 ）」　
pp.29,30,44,45,48,50,61，2012
71）　西東京市　「公共施設の適正配置等に関する基本計画（平成 23 年 11 月）」　p.40，2011-
11
72）　羽村市　「羽村市高齢者福祉計画及び第 5 期介護保険事業計画（平成 24 年４月〜平成 27
年３月）」　pp.49,58，2012-4
73）　東村山市　「東村山市第 5 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成 24 年〜平成
26 年）」　p.190,191，2012
74）　東村山市　「東村山市公共施設再生計画基本方針（平成 26 年 3 月）」　p.16，2014-3
75）　東大和市　「東大和市総合計画　第四次基本計画（平成 25 年〜平成 33 年度）」　p.97，
2013
76）　日野市　「日野市高齢者福祉総合計画（平成 24 年度〜平成 26 年度）」　p.107,109，2012
77）　日野市　「日野市公共施設白書（平成 23 年度）」　pp.4-107，2011
78）　府中市　「府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第 5 期）（平成 24 年〜 26 年）」
　pp.57,61,62，2012
79）　福生市　「第 4 期福生市地域福祉計画（平成 23 年〜 26 年）」　pp.56,61，2011
80）　町田市　「町田市高齢者福祉計画 （2012 年度〜 2021 年度）」　pp.38,46,47，2012
81）　三鷹市　「三鷹市健康福祉総合計画 2022　地域福祉計画」　p.34，2012-3
82）　武蔵野市　「武蔵野市健康福祉総合計画 2012（平成 24 年度〜 29 年度）」　p.84,85,
2012
83)　武蔵野市　「武蔵野市公共施設白書（平成 23 年 9 月）」　pp.171,172，2011-9
84）　武蔵村山市　「武蔵村山市第二次高齢者福祉計画・第 5 期介護保険事業計画（平成 24 年
度〜平成 26 年度）」　p.61，2012
85）　日の出町　「第四次日の出町長期総合計画（平成 22 年度〜平成 31 年度）」　p.51，2010














































































































































































































































　　　4.3）　場面 3　12 時 30 分の様子
　　　4.4）　場面 4　13 時 45 分の様子

















　　　4.2）　場面 2　12 時 45 分の様子
　　　4.3）　場面 3　13 時 40 分の様子
　　　4.4）　場面 4　14 時 30 分の様子















　　　4.1）　場面 1　12 時 45 分の様子
　　　4.2）　場面 2　14 時 30 分の様子
　　　4.3）　場面 3　15 時の様子














　　　3.2）　場面 2　14 時 30 分の様子
　　　3.3）　場面 3　14 時 50 分の様子
　　　3.4）　場面 4　15 時の様子
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最も高齢化が進展している国である . 国勢調査によれば，日本の人口は 1970 年（高齢化率 7.1％）に「高
齢化社会」となり，1995 年（同 14.5％）に「高齢社会」となった後，2007 年（同 21.5％）には世
界に先駆けて「超高齢社会」を迎えた . その後も高齢化のスピードは留まらず，2010 年における高
齢化率は 23.0％と，およそ 4 人に 1 人が 65 歳以上という状況になっている（図 1-1-1）.　
　国立社会保障・人口問題研究所による推計では，我が国の高齢化率は，2060 年に 39.9％（2.5 人
に１人が高齢者）となることが予想されている .2010 年に最大となった総人口は，今後次第に減少傾







































































































































































































1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 



































1980 1985 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 




国名 フランス スウェーデン イギリス ドイツ 日本 韓国
高齢化率7%からの倍比年数 126年 85年 46年 40年 24年 18年（推計）
出典：内閣府．「平成 26 年度版高齢者白書（全体版）」文１）．〈http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/



















て，2000 年 4 月に介護保険制度が導入された .
　介護保険制度では，65 歳以上の者を「第一号被保険者」，40 歳〜 64 歳の者のうち医療保険加入者
を「第二号被保険者」とし，被保険者からの申請に応じて，自立（非該当），要支援 1 から要介護 5


























































































































































































































（図 1-1-1）.2010 年時点での高齢化率は 11％であるが，「高齢化社会（高齢化率 7%）」から「高齢社
会（高齢化率 14％）」までに要する年数（倍比年数）は 18 年と推計され，世界でも類をみない急速
な高齢化が予測される（表 1-1-1，再掲）.
　韓国の人口は，2000 年代に入ってから高齢化が急速に進み，2020 年以降は更に劇的なスピードと
なることが予想されている（図 1-1-5）. この背景には，1955 年〜 1963 年に生まれた，韓国におけ
る団塊の世代（ベビーブーマー）の存在が大きいとされる .2020 年にはベビーブーマーの第一世代で
ある 1955 年生まれの人びとが 65 歳となり高齢者の仲間入りをし，その後約 10 年間は 1 年ごとに高
齢者の人口が急増するとみられている .
　世帯主別にみた世帯構成に着目すると，65 歳以上の高齢者を世帯主とする世帯が全世帯の中で占
める割合は年々増加し，2000 年から 2014 年までの間に 11.9% から 20.1％と約 2 倍になっている（図
1-1-6）. また，世帯のタイプ別の内訳では，単独世帯の占める割合は増加傾向にあり，独居の高齢者









































1955 1960 1966 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 
65歳以上人口 0～64歳人口 高齢化率 
（万人） 推計値実測値
出典：韓国統計庁．「人口・世帯＞推計人口・世帯＞将来人口推計＞全国（2010）＞ 家庭構成年齢別（全




































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子ども世帯 その他の世帯 全世帯に占める世帯主が65歳以上の世帯の割合 
（千世帯）
国名 フランス スウェーデン イギリス ドイツ 日本 韓国
高齢化率7%からの倍比年数 126年 85年 46年 40年 24年 18年（推計）
表 1-1-1　諸国の高齢化率倍比年数の比較（再掲）
出典：内閣府．「平成 26 年度版高齢者白書（全体版）」文１）．〈http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/





出典：韓国統計庁「高齢者長期療養保険統計：市町村別 / 等級別 / 資格別 / 性別判定人員（65 歳以上）」・「人口・世帯＞推計人口・







を社会化する必要性が生じたことから，2004 年から介護保険制度の導入を検討しはじめた文 8）. その後，
先駆けて介護保険制度を導入していたドイツ・日本の制度を参照し，2008 年 7 月に「老人長期療養
保険制度（以下，長期療養保険制度）」を施行した文 9）.
　長期療養保険制度では，65 歳以上の高齢者と 65 歳未満のうち大統領令で定められた老人性疾患を
もつ者を対象とし，被保険者からの申請に応じて自立（等級外），1 〜 3 等級の 4 段階に認定を行い，
1 等級以上のいずれかに該当した者に対して保険給付等によるサービスを提供している . また，等級
認定の申請をしたものの，自立と判断された者は，その日常生活能力により等級外者 A,B,C の 3 段階
に区分している文 8）. 日本の介護保険制度制度と同様に，長期療養保険制度の開始以降，等級認定を受
けていない高齢者は，公的な線引きとして「自立（非該当）高齢者」という位置づけとなった .
　韓国統計庁によれば，2013 年における 65 歳以上の等級認定者はより重度の 1 等級が 0.5％，2 等
級が 1.1%，最も軽度な 3 等級が 4.1% であり，認定者は 65 歳以上の総人口における 5.7% ほどであ
る（表 1-1-2）. 一方，等級認定の申請をしたが自立と判断された者は，等級外 A,B,C の 3 区分合わ
せて 3.4％である . これら等級外の者と等級認定を申請していない者を合わせて，等級認定をされて





























人余暇福祉施設には，老人福祉館，老人教室，敬老堂（Gyonrodan）の 3 種類が存在する .
　老人福祉館は，高齢者の福祉に必要な情報とサービスを提供する総合的な拠点であり，近年は上記







高齢者施設の中でも最も施設数が多く , 韓国保健福祉部によれば，2013 年時点で全国に 63,251 施設
が整備されている . また，実際の敬老堂では , 余暇活動だけでなく , 巡回する支援員による健康相談
などの活動や , 施設内で昼食をとり，お茶をすることが一般的である（写真 1-1-1，写真 1-1-2）. 高
齢者の約 4 割が参加しているとされる文 11）敬老堂は，韓国の高齢者にとっては身近な地域の居場所で






































　自立高齢者を支援する施設の計画に関する既往研究は , 事例研究が数多くみられる .  
　





　田中ら (2002) 文 12）は , 多摩市のコミュニティセンター内の高齢者スペースの平面計画 , 利用実態 ,
利用者属性等を分析し , 生活行為に関わるサービスと高齢者専用のフリースペースの組み合わせが利
用しやすさにつながること , 利用圏域は小学校区を基本に , 各館の特徴に合わせた利用館の選択があ
ることを明らかにした .
　今井・伊東ら (2005)文 13），文 14）は , 大阪府の「街かどデイハウス支援 事業」に着目し , 事業に利用し
ている建物の特徴 , 活動・利用者の実態について分析を行い , 街かどデイハウスが利用者の生活の中
で重要な位置を占めており , 食事空間としての利用が中心となっていることを明らかにした .
　山部・管野ら (2006) 文 15），文 16）は , 板橋区内の老人憩の家・老人福祉センターに関する区民・施設利
用者へのアンケート調査と利用実態の分析を行った . その結果，施設数の多い老人憩の家がより地域








 　西野ら（2004）文 18）は，要介護認定によらない利用者設定を行う東京都 M 市独自のミニデイサー
ビス T.H. を実施する複数の施設に着目し，心身が自立した高齢者が主な利用者である施設の活動場













　 日本において , 敬老堂に関する既往研究は , 建築計画 及び社会保障・福祉の分野においていくつか
みられる .  
　古賀ら (2006) 文 19）は都市部と郡部の施設計画の比較を行い , 都市部では敬老堂単体の計画が多く郡
部は自治 会館との併設が多いこと , 都市部と郡部では利用の動機が違い , 計画上の留意点も異なるこ
とを明らかにした .
　斎藤ら (2007)文 11）は敬老堂での活動や参加状況を調査し , 利用者参加型の運営 , 昼食の提供 ,「安く
て近くて楽しい」等の敬老堂のもつ特徴を日本の施設 への示唆として提案している .
　朴ら (2007)文 20）は , 老人福祉会館併設型の敬老堂に関する分析から福祉会館と敬老堂の連携が重要
なことを明らかにした . 
　平井ら（2008）文 21）は，敬老堂をモデルとした介護予防モデル事業として，敬老堂の特徴である「ア









































　本研究のフローを図 1-2-1 に示す .
　本研究は，全 7 章から構成される .



















































































































































































































敬老堂活性化事業の資料文 10）及び조소영（Cho So-Young）の敬老堂に関する 2 つの先行研究文 23），文 24）
を引用しながら，敬老堂の成り立ちから今日的状況や今後の展望に関して，歴史的な経緯を踏まえて
レビューする．
　2.5 では，第 2 節から第 4 節までの内容を踏まえ，本章で得られた知見を整理する．
2）調査の概要
　本章で行ったヒアリング調査の概要を表 2-1-1 に示す．

























出典：厚生労働省老健局総務課　．「公的介護保険制度の現状と今後の役割　平成 25 年度」文 3）．厚生労働省（オンライン）．〈http://www.mhlw.
go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/gaiyo/dl/hoken.pdf〉（2014．10．21 閲覧），独立行政法人福祉医療機構．「高齢
者福祉 ＞ 制度解説・ハンドブック ＞ サービス一覧／サービス紹介」．独立行政法人福祉医療機構（オンライン）．〈http://hp.wam.go.jp/〉．（2014.11.25
閲覧）に基づき筆者作成
表 2-2-1　制度に基づく日本の高齢者支援施設






































　老人福祉センター A 型（以下，老人福祉センター A），老人福祉センター B 型（以下，老人福祉センター
B）の概要を表 2-2-2 に示す．
　老人福祉センターは，老人福祉法第 5 条の 3 に基づく老人福祉施設である．その施設基準は，
1977 年の各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省社会局長通達に記された設置運営要綱文 6）に基
づき，原則無料で，高齢者を対象とした教養講座・レクリエーション及び機能訓練や生活相談に応じ
る総合的な施設である . 規模の大きさの順に特 A 型，A 型，B 型の 3 種類にわけられる．
　厚生労働省の統計によれば，2012 年 10 月時点での全国の老人福祉センターの総数は 2,188 ヶ所
である．また，2014 年 10 月時点では，東京都内に整備されているのは A 型，B 型の 3 種類のみで
ある．

















































































































































種別 施設 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
合計 63,919 66,854 69,237 70,643 71,873 72,860
老人住居
福祉施設
小計 347 360 397 414 416 435
養老施設 306 285 300 303 285 285
老人共同生活家庭 21 56 618 87 108 125
福祉住宅 20 19 22 24 23 25
老人医療
福祉施設
小計 1,832 2,712 3,852 4,079 4,352 4,585
老人療養施設 1,332 1,642 2,429 2,489 2,610 2,497
老人療養共同生活家庭 422 1,009 1,346 1,590 1,742 2,088
老人専門病院 78 61 77 0 0 0
老人余暇
福祉施設
小計 59,422 61,065 62,469 63,375 64,077 64,983
老人福祉館 228 237 259 281 300 319
敬老堂 57,930 59,543 60,737 61,537 62,442 63,251
老人教室 1,260 1,280 1,464 1,557 1,335 1,413
老人保養所 4 5 9 0 0 0
在宅老人
福祉施設
小計 2,298 2,696 2,496 2,750 3,003 2,832
訪問介護 1,111 1,228 1,118 1,180 1,113 1,042
昼夜間保護 621 714 786 842 840 848
ショートステイ 217 288 67 95 94 110
訪問入浴 349 466 525 633 633 603
在宅支援 0 0 0 0 323 229
老人保護専門機関 老人保護専門機関 20 21 23 25 25 25
表 2-3-2　各施設数の年次推移（2013 年 12 月 31 日時点）注 1）
注 1）　老人専門病院・老人保養所は 2011 年の老人福祉法の改正に伴い廃止された．































　老人福祉館は，韓国の老人福祉法第 36 条に基づく老人余暇福祉施設の 1 つに位置づけられる．高
齢者を対象として教養 · 趣味や社会参加活動などの情報やサービス，健康増進や疾病予防と所得保障
等の福祉の増進に必要なサービスを提供することを目的とする総合的な施設である．老人福祉法施行
規則第 26 条によれば，老人福祉館の面積は 500㎡以上，スタッフ配置は社会福祉士の有資格者を含
む 7 名以上が必要とされる．また，必要所室として，調理室や相談室・理学療法士室が求められている．
　これらの機能や面積要件から，韓国における老人福祉館は，日本における老人福祉センター A と非





　敬老堂は，韓国の老人福祉法第 36 条に基づく老人余暇福祉施設の 1 つに位置づけられる．地域の
高齢者を対象として，自律的な趣味活動や交流，共同作業場の運営と情報交換，その他余暇活動を行
うための空間の提供が目的となっている．
　老人福祉法施行規則第 26 条によれば，敬老堂は 20 名以上（農漁村部では 10 名以上）の利用定員
を確保した上で，20㎡以上の居間と電気・トイレがあればよく，スタッフを必要としない．



















　老人教室は，韓国の老人福祉法第 36 条に基づく老人余暇福祉施設の 1 つに位置づけられる．高齢
者を対象として，社会参加の一環として健康維持・健全な趣味等のための講座を行う施設である．老






点では全国に 1,413 ヶ所が整備されている（表 2-3-2）．









利用対象 60歳以上の者 65歳以上の地域の高齢者 60歳以上の者



















































出典：韓国　老人福祉法第 36 条，老人福祉法施行規則第 24 条，第 26 条，住宅建設基準等に関する規則第 55 条に基づき筆者作成









　韓国における「団塊の世代（ベビーブーマー）」である 1955 年〜 1963 年生まれの人びとが高齢期










































　これらの動きをうけ，韓国政府は 1 つの村に 1 ヶ所以上の「老人ホーム」を設置することを義務づ
ける法律を制定した．その後，1978 年からは 100 世帯ごとに 1 つの敬老堂を設立することが住宅及






　1987 年に行われた調査では，当時の敬老堂は全国に約 11,300 ヶ所整備されていたが，80% 近く








2）1990 年代の敬老堂文 10），文 23），文 24）










　1990 年の時点で全国に約 11,500 ヶ所あった老人ホーム（敬老堂）のうち，6 割近くが 1970 年代
以降に設立されたものであった．特にソウル市では，約 86% が 1970 年代以降に開設されたものであ
り，これらは 20 坪（約 66㎡）以上の比較的規模が大きいものであった．
　1984 年の韓国の高齢者問題研究所の調べによれば，敬老堂の利用者は経済力が通常の者が 54%，
低い者が 47% であり，性別は男性が 84% を占め，中庶民階層の男性が中心であった．また，現在の
ような正規のプログラム活動はなく，会話や囲碁・花札，他人の活動をながめること，ラジオやテレ
ビなどが主な過ごし方であり，食事を行う施設は 10% ほどであった．また，日々の利用時間は 80%








































4）今日の敬老堂と今後の展望文 10），文 23），文 24）
　2010 年代に入り，韓国の高齢化は更に加速している．これに伴い，敬老堂の施設数も依然増加し
つづけている．












































































































































　調査の対象となった 53 自治体の概要を総人口順に整理し，表 3-1-1 に示す．
　全体の高齢化率は 22.8% で全国の高齢化率（23.0％）よりもわずかに低い．日の出町，奥多摩町，
檜原村は高齢化率が 30% を超えており，町村部では特に高齢化が深刻になっていることが分かる．
一方，23 区では 20% を下回る自治体もいくつかみられる．
　65 歳以上で自立の割合（以下の補足説明参照）は，全体としては 82.9％（約 2,075,660 人）であり，
ほぼ全ての自治体で 80% を上回っている．このことから，東京都の高齢者の大半は自立高齢者であ
ることがわかる．
















自治体名 総人口（人） 65歳以上人口（人） 高齢化率 65歳以上で自立の割合 面積（㎢） 財政力指数 対象施設数（ヶ所）
世田谷区 867,552 169,568 19.5% 80.0% 58.08 0.73 27
練馬区 711,212 148,225 20.8% 81.6% 48.16 0.45 36
大田区 701,416 153,497 21.9% 82.2% 60.42 0.53 28
江戸川区 676,116 133,600 19.8% 85.5% 49.86 0.4 (22)
足立区 670,385 157,831 23.5% 82.6% 53.20 0.33 50
八王子市 563,482 130,715 23.2% 83.0% 186.31 0.92 5
杉並区 542,956 112,044 20.6% 80.3% 34.02 0.62 33
板橋区 540,040 118,683 22.0% 82.1% 32.17 0.43 20
江東区 487,142 100,273 20.6% 84.5% 39.99 0.47 12
葛飾区 448,186 105,025 23.4% 83.7% 34.84 0.34 2
町田市 426,222 101,481 23.8% 83.8% 71.64 0.98 6
品川区 368,761 76,153 20.7% 83.5% 22.72 0.54 20
北区 334,723 83,913 25.1% 82.0% 20.59 0.37 23
新宿区 324,082 63,968 19.7% 81.3% 18.23 0.63 22
中野区 313,665 64,653 20.6% 80.5% 15.59 0.49 21
豊島区 271,643 54,742 20.2% 82.5% 13.01 0.51 (18)
目黒区 267,379 52,444 19.6% 80.9% 14.70 0.73 25
墨田区 254,627 56,955 22.4% 82.5% 13.75 0.38 15
府中市 253,288 50,467 19.9% 82.7% 29.34 1.13 12
港区 235,337 40,426 17.2% 80.7% 20.34 1.3 17
調布市 223,691 45,556 20.4% 81.6% 21.53 1.19 4
渋谷区 214,665 40,621 18.9% 80.0% 15.11 0.99 14
荒川区 207,635 47,085 22.7% 82.7% 10.20 0.31 21
文京区 204,258 40,479 19.8% 82.1% 11.31 0.64 2
西東京市 197,546 43,925 22.2% 81.6% 15.85 0.87 7
台東区 187,792 44,043 23.5% 81.5% 10.08 0.43 4
小平市 186,339 40,266 21.6% 83.2% 20.46 0.94 4
三鷹市 180,194 37,198 20.6% 81.9% 16.50 1.08 (3)
日野市 179,571 41,244 23.0% 82.7% 27.53 0.94 11
立川市 178,194 39,691 22.3% 83.3% 24.38 1.09 (5)
東村山市 152,088 36,571 24.0% 81.4% 17.17 0.8 5
多摩市 147,681 35,567 24.1% 87.4% 21.08 1.09 14
武蔵野市 140,527 29,803 21.2% 80.4% 10.73 1.43 7
青梅市 137,833 34,238 24.8% 86.1% 103.26 0.86 (3)
中央区 132,610 21,613 16.3% 81.0% 10.18 0.7 4
国分寺市 118,697 24,635 20.8% 83.3% 11.48 0.99 7
小金井市 117,001 23,281 19.9% 81.2% 11.33 1 8
東久留米市 116,417 29,615 25.4% 85.6% 12.92 0.81 8
昭島市 112,905 25,889 22.9% 83.1% 17.33 0.96 3
稲城市 86,169 16,221 18.8% 86.6% 17.97 0.9 (8)
東大和市 85,297 20,390 23.9% 85.5% 13.54 0.85 5
あきる野市 81,912 21,302 26.0% 87.8% 73.34 0.71 3
狛江市 77,923 18,162 23.3% 82.2% 6.39 0.85 (1)
国立市 74,385 15,590 21.0% 81.9% 8.15 0.97 7
清瀬市 74,216 19,240 25.9% 82.4% 10.19 0.66 (14)
武蔵村山市 72,169 16,487 22.8% 86.6% 15.37 0.8 (6)
福生市 58,821 13,303 22.6% 85.8% 10.24 0.73 (4)
羽村市 56,837 12,525 22.0% 86.8% 9.91 0.95 2
千代田区 54,160 10,150 18.7% 79.8% 11.64 0.81 1
瑞穂町 33,904 7,977 23.5% 85.7% 16.83 0.99 2
日の出町 16,932 5,265 31.1% 86.4% 28.08 0.72 4
奥多摩町 5,659 2,538 44.8% 82.7% 225.63 0.36 (0)
檜原村 2,461 1,105 44.9% 81.5% 105.42 0.18 2
全自治体 11,592,781 2,503,812 22.8% 82.9% 1778.09 - 523(84)
表 3-1-1　調査対象自治体の概要
出典：東京都保健福祉局　「介護保険事業状況報告（年報）」　平成 24年度年報，総務省「平成 24年度地方公共団体の主要財政指標一覧」，東京都総務局「住民





















































































































































































































































































効回答施設数は 523 ヶ所であり，以下で行う集計の有効回答数は N=523 とした．
　ただし，開設年の集計については開設年が明らかな施設のみを対象としたため，有効回答数を
N=516 としている（表 3-3-2）．また，延べ床面積が 400㎡未満の施設数を集計する際には，該当す






































　図 3-3-1 に自治体ごとの施設数と 65 歳以上人口との相関を，図 3-3-2 に自治体ごとにみた施設数
と種別の内訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において施設数及び種別が明らかとなっ
た 42 自治体の計 523 施設を有効回答とする．
　施設数の最多は足立区の 50 ヶ所，最少は千代田区の 1 ヶ所であり，42 自治体の平均値は約 12 ヶ所，
中央値は約 8 ヶ所であった．自治体ごとにばらつきが大きく，足立区，練馬区等のの施設数が突出し














　大田区は，28 施設のうち 7 ヶ所が独自の施設であり，21 ヶ所が老人憩の家となっている．浴室の
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　制度による 3 種類の施設の設置要綱による面積要件（老人福祉センター A：495.5㎡以上，老人福
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　42 自治体の平均値は約 6672㎡，中央値は約 3817㎡であった．　
総延べ床面積の最大は港区（17 施設）の 27136.68㎡であり，次いで荒川区（21 施設）の 20901.18
㎡であった．これらの自治体は，大規模な施設を多く設置する自治体の典型例といえる．また，総延
べ床面積の最小は小金井市（8 施設）の 550.92㎡．次いで東久留米市（8 施設）の 597.9㎡であった．
港区と小金井市の総延べ床面積の比は 49 倍にものぼった．
　





























































































































































































































































































































　最大値は檜原村の 52.7㎢ / ヶ所，最小値は荒川区の 0.5㎢ / ヶ所であり，約 105 倍もの大きなばら
つきがみられた．ただし，檜原村は面積の約 6 割が国立公園の指定を受けているため，特殊な事例で
ある．全体の平均値は 5.8㎢ / ヶ所，中央値は 2.2㎢ / ヶ所である．図 3-3-6 から，檜原村・八王子市・
町田市・あきる野市の面積が 70㎢を超える自治体を除くと，自治体の面積と施設数には正の相関が
みられるといえる（全 42 自治体での相関係数は 0.06，上記 4 自治体を除いた 38 自治体での相関係
数は 0.65）．




























































































































































































































　1965 年の「老人憩の家設置要綱」が通知以前に開設された施設が 17 ヶ所，1977 年に「老人福祉
センター設置要綱」が通知されるまでに開設された施設が累計 163 ヶ所みられ，これらのうち現在老
人憩の家や老人福祉センターとなっているものは，後追いで制度上に位置づけたものと考えられる．
　施設の全数の伸びとしては，老人憩の家・老人福祉センターが制度化された 1970 年頃〜 1985 年
頃が増加のピークであったことがわかる．特にこの時期に施設数が増えているのが老人憩の家と老人
福祉センター B である．その後，1990 年代中頃からは老人憩の家はほとんど増えておらず，現在の
99 施設に至っている．老人福祉センター B は，近年でも少しずつではあるが施設数を増やしている．
老人福祉センター A は比較的早い段階から一定数が整備されており，1970 年代中頃までは老人福祉
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設置要綱により面積が 495.5㎡以上であることが義務づけられている老人福祉センター A と，自治体
が独自の判断で整備している施設が含まれていることに起因する．また，平均値は約 542㎡，中央値
は約 321㎡となった．
　1000㎡以上の非常に大規模な施設も 67 ヶ所あるものの，400㎡以内の比較的小規模な施設が 60％
以上を占めることが明らかとなった．特に，100㎡から400㎡の範囲がボリュームゾーンとなっている．
また，老人福祉センター A に要求される最低面積である 495.5㎡を超えた 500-599㎡の階級から施設
数の減少が顕著である．
　一方で，老人福祉センター A であるが 100㎡未満のものや老人福祉センター B であるが 1000㎡以
上のものなど，施設設置要綱を満たさない施設もいくつかみられた．


























































































　図 3-3-13 に，面積階級（50㎡）ごとにみた延べ床面積が 400㎡未満の施設数の分布と種類別の内
訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において延べ床面積及び施設の種類が明らかとなっ
た 525 施設のうち，延べ床面積が 400㎡未満の 339 施設を有効回答とした．集計に際して，50㎡ご
との面積階級のほか，「老人福祉センター B」の面積要件である 165㎡の前後でも階級を区切った．
　老人福祉センターの設置要綱により，老人福祉センター B は延べ床面積が 165㎡〜 495.5㎡の範囲
内に定められており，これより小さいものは，定義上は老人憩の家または自治体が独自に整備する施
設となる．実際に面積が 165㎡未満の施設は計 126 施設存在した．面積の明らかとなった全 523 施
設のうち約 24％がこの小規模なカテゴリに含まれる．
　施設種別にみると，設置要綱の規定により面積が 495.5㎡以上必要であり，本来ならば本項目の対
象からは外れるはずの老人福祉センター A が 8 ヶ所含まれており，165㎡未満の施設にも老人福祉セ
ンター A・B が複数含まれていた．165㎡未満の 3 階級では自治体が独自に整備する施設の占める割
合が顕著に高い．165-199㎡，200-249㎡の 2 階級では老人憩の家の割合が高く，それ以降は老人福
祉センター B の占める割合が高くなっている．
2 1 2 1 2 
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　図 3-3-14 に，面積階級（50㎡）ごとにみた延べ床面積が 400㎡未満の施設数の分布と浴室の有無
の内訳を示す．本項目では，資料収集・アンケート調査において延べ床面積及び浴室の有無が明らか
となった 525 施設のうち，延べ床面積が 400㎡未満の 339 施設を有効回答とした．集計に際して，
50㎡ごとの面積階級のほかに，「老人福祉センターB」の面積要件である165㎡の前後でも階級を区切っ
た．





















































　最大値は 864 人，最小値は 0.4 人であり，平均値は 65 人，中央値は 43 人であった．一日平均利




40-59 人の 3 階級で特にその割合が大きくなり，200 人以上の階級で再び大きな割合を占めている．
自治体独自の施設のあり方の多様さが平均利用人数からも示されているといえる．
　また，60 人未満の階級では，老人福祉センター B と老人憩の家の占める割合も大きく，老人福祉
センター A はきわめて少ない．一方で，80-99 人の階級を境に，人数の大きい階級になるほど，老人
福祉センター A の占める割合が高くなる傾向が見られた．これは，各施設が設置要綱により求められ
る面積規模・機能から考えると妥当な結果であるといえる．








































































































































　全体の平均としては一日 1 施設あたり 66 人強が利用しており，元気な高齢者の居場所づくりの需
要が大きなことが明らかとなった．
併設施設タイプ コミュニティ施設 単独 児童・教育施設 福祉施設 その他公共施設 住宅 民間施設 全体
施設数（ヶ所） 211 140 74 45 34 17 2 523




















































































































































































関わらず，1 フロアを「1 層」として集計した．このため，建物の 2 階部分のみを利用する場合は，「1
層」に含まれる．集計に際して，所在階が 5 層以上の 7 施設は，まとめて「5 層以上」とした．「5 層
以上に含まれる内訳は表 3-3-5 の通り．
　階数の最小は 1 層，最大は 9 層であった．分布をみると，1 層（平屋）が約 7 割を占めた．これは，
全 523 施設中 99 施設を占める老人憩の家の設置要綱に，指針として「原則として平屋とする」とい
う文言が含まれていることが影響していることも考えられる．
　また，1 層と 2 層の施設を合わせると全体の 9 割以上となり，ほとんどの施設が 2 層以内に収まっ
ていることがわかった．一方で，併設施設があるものの中には，地下 1 階・1 階・3 階などの変則的
なフロア利用をしている施設も一部みられた．
　併設施設タイプ別にみると，コミュニティ施設に併設するものは約 85% が 1 層であった．これは，
コミュニティセンター等の一部や一室を高齢者スペースとして利用するタイプが多いためと考えられ
る．一方，独立タイプでは 2 層の割合が約 4 割と大きくなっており，敷地の容積率を有効に使うこと
を考慮しているのではないかと考えられる．また，延べ床面積が大きい施設が多い福祉施設に併設す
るタイプやその他の公共施設に併設するタイプは，比較的階数も多くなる傾向がみられた．
階数 5層 6層 7層 8層 9層 合計
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その結果，A. 浴室・休憩室のある 2階を中心に他のフロアも複合利用するタイプ，B. 機能訓練室を
中心とするリハビリタイプ，C. 機能訓練室・食事室のある 3階を筆頭に他のフロアも複合利用するタ







































アンケート調査を行った（配布数 1200 通，有効回収率 27.0％）．加えて，施設利用者の属性や利用
目的・形態及び利用上の要望を明らかにするため，区内の 4施設の施設利用者を対象としたアンケー

































































































　通所方法は，6ヶ所中 3ヶ所では 90％以上が送迎を利用するが，2ヶ所では徒歩やバスが 80%を
超えるなど，利用者の状況の他にも施設の立地状況が影響していることが考えられた．施設の利用圏









































































動が行われており，残りの 2ヶ所は週に 1回程度であった．要介護者が多い 1施設については，プロ
グラム活動が困難なため，個別の対応がとられている．
　利用頻度は全体の 7割の利用者が週に 1〜 2日利用し，中には 5〜 6日利用する人もみられ，利
用者の生活にミニデイ T.H. が根付いていることが明らかとなった．自立高齢者を主な対象とする 3






























































































































































































　　　　　　　　　　  第 5 章　
　






















陽川区 ヒアリング・資料収集 2013.9.16 陽川区庁　高齢者福祉課職員
永登浦区 ヒアリング・資料収集 2014.8.21 永登浦区庁　高齢者福祉課課長，行政チーム長
蘆原区 ヒアリング・資料収集 2014.8.21 蘆原区庁　高齢者福祉課職員
城北区 ヒアリング・資料収集 2014.12.4 城北区　高齢福祉課職員
城北区　長位2洞 ヒアリング・資料収集 2014.8.20 長位2洞住民センター　福祉支援チーム長
















　65 歳以上で自立の割合：韓国国家統計「長期療養認定・申請＞市郡区別 / 等級別 / 資格別 / 性別判




　敬老堂施設数：ソウル市が調査し作成した 2013 年度の市内の敬老堂の統計資料文 89）に基づく．
表 5-2-1　調査対象自治体の概要
出典：ソウル市．「自治区財政自立度 2010 〜 2014」．ソウル市クリーン財政情報開示システム（オンライン）．〈http://cleanplus.seoul.
go.kr/〉．（2014.12.10 閲覧），ソウル市．「人口構造（高齢者の現状）　2014 年 2/4 半期」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://
stat.seoul.go.kr/〉．（2014.11.4 閲覧），ソウル市．「ソウル統計年報＞土地と気候＞行政区域（区別）」．ソウル統計情報システム（オンライン）．
〈http://stat.seoul.go.kr/〉（2014.11.4 閲覧），韓国統計局．「保健・社会・福祉＞保健＞健康保険＞長期療養認定・申請＞市郡区別 / 等級別
/ 資格別 / 性別判定人員（65 歳以上）　2013 年」．国家統計情報ポータル（オンライン）．〈http://kosis.kr/〉（2014.12.20 閲覧），陽川区．「 
2013 年度予算運営現況」〈http://www.yangcheon.go.kr/〉．（2013.9.18 閲覧）及びヒアリング調査に基づき筆者作成
注：予算額は陽川区のみ 2013 年度，他の自治体は 2014 年度
自治体名 ソウル市 陽川区 永登浦区 城北区 蘆原区
面積（㎢） 605.21 17.401 24.56 24.57 35.44
人口（人） 10,383,651 494,583 423,518 482,095 589,878
高齢者人口 1,193,827 47,122 49,126 61,316 65,087
高齢化率 11.50% 9.53% 11.60% 12.72% 11.03%
65歳以上で自立の割合 93.9% 92.6% 94.7% 94.0% 91.9%
財政自立度 - 29.4％（14位/25区） 42.4％（7位/25区） 23.9％（19位/25区） 17.2％（25位/25区）
敬老堂施設数（ヶ所） 3,114 160 174 150 239
敬老堂関連予算（W) 114億8400万 9億4084万6000 12億9166万9000 12億5000万 25億7000万
総予算における
敬老堂予算の割合













































































達があげられる．その具体的な例としては，2013 年 1 月に策定された敬老堂活性化事業文 9）の中に位
置づけられた巡回プログラム及び特化プログラムサービスがある．























































































単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 47 1 0 0 48
私立 0 112 0 0 112























ている．施設の規模・会員数に合わせて，1 施設につき 1 人〜 2 人を登録している．
単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 24 2 0 16 42
私立 17 115 0 0 132






　城北区の概要を表 5-2-1 に示す．城北区における 2013 年度の敬老堂の設立主体・併設施設別の概














ている．施設の規模・会員数に合わせて，1 施設につき 1 人〜 2 人を登録している．
単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 43 2 0 0 45
私立 9 96 0 0 105


































単独 集合住宅 公共施設 その他 合計
区立 26 0 0 0 26
私立 3 210 0 0 213






































　本節では，ソウル市が 2013 年度にまとめた市内の敬老堂に関する統計資料文 89）に基づき，ソウル
市における敬老堂の整備状況を把握する．
　ソウル市の敬老堂に関する統計資料は，ソウル市庁高齢者福祉課により作成された資料であり，







　統計資料における有効回答施設数は 3,114 ヶ所であり，本節での集計の有効回答数は N=3,114 と
する．ただし，開設年の累積を集計する際には，3,114 ヶ所のうち開設年が明らかとなった施設のみ
を対象としたため，有効回答を N=2,610 とした（表 5-3-2）．また，延べ床面積が 200㎡未満の施設













































自治区名 総人口（人） 65歳以上人口（人） 高齢化率 65歳以上で自立の割合 面積（㎢） 財政自立度 施設数（ヶ所） 総会員数（人）
松坡区
（Songpa-gu）
677,460 63,470 9.4% 93.9% 33.9 44.5% 160 6,266
蘆原区
（Nowon-gu）
589,878 65,087 11.0% 91.9% 35.4 17.2% 239 8,657
江西区
（Gangseo-gu）
577,254 61,476 10.6% 92.3% 41.4 23.3% 200 7,740
江南区
（Gangnam-gu）
574,226 55,362 9.6% 93.9% 39.6 64.3% 158 5,939
冠岳区
（Gwanak-gu）
534,617 61,198 11.4% 94.6% 29.6 25.3% 108 4,677
恩平区
（Eunpyeong-gu）
505,935 65,579 13.0% 93.9% 29.7 22.1% 139 5,069
陽川区
（Yangcheon-gu）
494,583 47,122 9.5% 92.6% 17.4 29.4% 160 5,150
江東区
（Gangdong-gu）
485,422 48,911 10.1% 93.8% 24.6 30.4% 123 4,372
城北区
（Seongbuk-gu）
482,095 61,316 12.7% 94.0% 24.6 23.9% 150 5,452
九老区
（Guro-gu）
457,516 49,799 10.9% 94.3% 20.1 63.0% 179 無回答
瑞草区
（Seocho-gu）
448,511 45,884 10.2% 94.2% 47.0 27.1% 無回答 無回答
永登浦区
（Yeongdeungpo-gu）
423,518 49,126 11.6% 94.7% 24.6 42.4% 174 7,345
銅雀区
（Dongjak-gu）
422,234 51,181 12.1% 94.4% 16.4 31.8% 127 4,581
中浪区
（Jungnang-gu）
422,741 50,495 11.9% 93.8% 18.5 23.0% 118 4,643
麻浦区
（Mapo-gu）
390,712 46,424 11.9% 94.1% 23.9 32.8% 144 5,448
広津区
（Gwangjin-gu）
380,146 38,464 10.1% 94.3% 17.1 30.4% 92 3,500
東大門区
（Dongdaemun-gu）
374,664 49,817 13.3% 94.9% 14.2 28.6% 126 6,250
道峰区
（Dobong-gu）
358,590 45,432 12.7% 93.5% 20.8 21.2% 134 5,455
江北区
（Gangbuk-gu）
340,167 49,744 14.6% 94.6% 23.6 20.4% 96 4,424
西大門区
（Seodaemun-gu）
323,449 44,650 13.8% 94.3% 17.6 28.4% 91 3,973
城東区
（Seongdong-gu）
306,692 36,085 11.8% 94.7% 16.8 32.2% 142 6,035
衿川区
（Geumcheon-gu）
258,532 28,934 11.2% 94.0% 13.0 30.3% 66 無回答
龍山区
（Yongsan-gu）
250,922 34,366 13.7% 94.7% 21.9 43.1% 84 4,456
鍾路区
（Jongno-gu）
166,665 24,265 14.6% 94.9% 23.9 55.0% 55 2,590
中区
（Jung-gu）
137,122 19,640 14.3% 94.4% 10.0 63.5% 49 2,474
全自治区 10,383,651 1,193,827 11.5% 93.9% 605.4 - 3114 114,496
出典：ソウル市．「自治区財政自立度 2010 〜 2014」．ソウル市クリーン財政情報開示システム（オンライン）．〈http://cleanplus.seoul.go.kr/〉．（2014.12.10
閲覧），ソウル市．「人口構造（高齢者の現状）　2014 年 2/4 半期」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://stat.seoul.go.kr/〉．（2014.11.4 閲覧），
ソウル市．「ソウル統計年報＞土地と気候＞行政区域（区別）」．ソウル統計情報システム（オンライン）．〈http://stat.seoul.go.kr/〉（2014.11.4 閲覧），韓国国








　図 5-3-1 に自治区ごとの施設数と 65 歳以上人口との相関を，図 5-3-2 に自治体ごとにみた施設数
と設立主体別の内訳を示す．本項目では，統計資料により施設数と設立主体（区立，私立，不明のい
ずれか）が把握された 24 自治区の 3,114 施設を対象とする．
　施設数の最多は蘆原区の 238 ヶ所，最少は中区の 49 ヶ所であり，平均値・中央値は共に約 130 ヶ
所であった．自治区ごとにばらつきが大きく，韓国・ソウル市の中心業務地域である中区，鍾路区と
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　最大値は鍾路区の 0.43㎢ / ヶ所，最小値は陽川区の 0.11㎢ / ヶ所であり，平均値・中央値は共に 0.19
㎢ / ヶ所であった．図 5-3-4 の通り，区の面積と施設数には正の相関がみられた（相関係数 0.61）．



















































































































































とおり，約 110㎡圏内に 1 つの敬老堂が設置されている．そのため，1 ヶ所あたりの登録会員数は少
なくなる傾向がみられる．
　また，ソウル市による敬老堂活性化事業による巡回プログラム・特化プログラムの参加要件の会員
数は 40 名であり，平均がこれを上回っているのは 22 区 10 区である．
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　図 5-3-7 に，自治区ごとにみた 1 日平均利用人数の平均を示す．本項目では統計資料により施設数
と 1 日平均利用人数が把握された 24 自治区を対象に，自治区ごとに 1 日平均利用人数の総和をを施
設数で除することで，自治体ごとの 1 日平均利用人数を算出し，比較している．
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　全体のおよそ 29% が区立施設，67% が私立施設であった．



























































集合住宅 単独 公共施設 その他 不明 全体 
区立 私立 不明 























　全体としては 100㎡未満の施設が最も多く，100㎡未満の施設（1,579 ヶ所）と 100-199㎡の施設































































　図 5-3-13 に，面積階級（20㎡）ごとにみた延べ床面積が 200㎡未満の施設数の分布と併設施設別
の内訳を示す．本項目では，統計資料において延べ床面積（不明含む）及び併設施設（集合住宅・単独・
公共施設・その他）が明らかとなった 3,114 施設のうち，延べ床面積が 200㎡未満の 2,648 施設を対
象とした．







































































































































































































　　統計資料の集計から，ソウル市内の敬老堂の約 85% が 200㎡未満であることが把握され，小規
模な施設が一般的であることが明らかとなった．
　また，これらの施設の中での分布を 20㎡ごとの階級別にみると，20 ≦ s ＜ 40㎡の階級から 100 ≦































施設名称 KD敬老堂 SA敬老堂 DS敬老堂 CI敬老堂 YC敬老堂 GV敬老堂 DC敬老堂
区立／私立 区立 区立 区立 区立 私立 私立 私立
併設 公共施設 単独 単独 単独 集合住宅 集合住宅 集合住宅
























施設名称 SB敬老堂 GV敬老堂 CI敬老堂 SA敬老堂
区立／私立 区立 私立 区立 区立
併設 集合住宅 集合住宅 単独 単独






























　ソウル市における 7ヶ所の敬老堂の訪問ヒアリング調査の結果を表 6-2-1 に示す．
1）設立主体による違い

















































































































































































































































　観察調査を行うにあたり，建築的特徴を考慮して SB敬老堂内部を図 6-2-5 の通りのゾーンに分類
した．
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　図 6-3-10 に，SB敬老堂の 13時 45 分の様子を示す．































































































































　GV敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 65 名であり，うち男性が 13 名女性が 52 名であった．




































































































































　12月 3日（水）の，GV敬老堂内をゾーン別にみた滞在者の経時変化を次ページの図 6-3-6 に表す．



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　利用者が支払う利用料金は 1人あたり月に 2000 ウォンであり，この他に自治体からの補助金を加






　SA敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 60 名であり，うち男性が 5名女性が 55 名であったが，






































































































































　観察調査を行うにあたり，建築的特徴を考慮して SA敬老堂内部を図 6-5-5 のゾーンに分類した．
　12月 5日（金）の，SA敬老堂内をゾーン別にみた滞在者の経時変化を図 6-5-6 に表す．この日は
プログラムがなく，1階のみの使用であったため，以降は 1階のみを分析の対象とする．
　この日は，11時 30 分に調査を開始し，16時 30 分に終了した．この日はプログラムがなく，主な
活動としては，12 時頃に昼食をとった後，午後は花札などでゆっくり過ごしていたが，13 時 30 分
頃から 14時 45 分頃までは大韓老人会の蘆原支部の担当者が訪れ，新しいサービスや今後の会員登録





































































































































































































































































































































































































































































図 6-5-8　12月 5日 SA敬老堂　14時 30分の様子
4.2）　場面 2　14時 30分の様子
　図 6-5-8 に，SA敬老堂の 14時 30 分の様子を示す．
　14時 30 分ごろからは大韓老人会担当者が，敬老堂の会員登録の電子化に関する説明をし，その必
要性に疑問をもった利用者たちとの話し合いが白熱していた．奥の居間 2で花札をしていた人たちが










図 6-5-9　12月 5日 SA敬老堂　15時の様子
4.3）　場面 3　15時の様子
　図 6-5-9 に SA敬老堂の 15時の様子を示す．












図 6-5-10　12月 5日 SA敬老堂　15時 30分の様子
4.4）　場面 4　15時 30分の様子















































































































　CI 敬老堂の利用登録者数は，調査時点で 49 名であり，うち男性が 8名女性が 41 名であった．年
齢は最年少が 68歳，最年長が 96歳と非常に幅が広く，平均はおよそ 80歳である．























































































































図 6-6-6　12月 4日 CI 敬老堂　14時 30分の様子
3.2）　場面 2　14時 30分の様子









































































































































































































は 60歳代から 100 歳近くまでと幅が広く，施設によっては親子ほど年齢が離れた利用者同士が一緒
に活動していることが明らかとなった．また，各利用者の通所手段はほとんどが徒歩であり，一部杖
や歩行器等を必要とする方もいたが，全員が自力での通所をされていた．






























































































































































































11 12 13 14 15
12 13 14 15 16 
12 13 14 15 16
























 C  D
 E
0 20 40 60 80 100 120 
0 40 80 120 160 200 240 
0 10 20 30 40 50 60 70 
0 20 40 60 80 100 120 











































　新築，改修がそれぞれ 2施設ずつであり，改修タイプの SA敬老堂，CI 敬老堂はともに住宅を改修
したものであった．新築の SB敬老堂，GV敬老堂はいずれも集合住宅併設型であり，アパートが設
立される際にあわせて建てられたものと考えられる．























































施設名称 活動内容 活動をする空間の面積（A） 最大人数（B） 1人あたりの広さ（A/B）
SB敬老堂 歌と踊り 約41.25㎡ 24人 約1.72㎡
GV敬老堂 歌と踊り 約105㎡ 31人 約3.39㎡













　1人あたりの広さは，最大がGV敬老堂の約 3.39㎡，最小は CI 敬老堂の約 1.30㎡であり，3施設






































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        第 7 章　
　


































































































































































































































　ソウル市内の敬老堂の約 85% が 200㎡未満であり，20㎡〜 120㎡の範囲の施設が最も多い．
6）第 6章　ソウル市における敬老堂の利用・運営実態　
　第 6 章では，まず，ソウル市に立地する敬老堂のうち，設立主体・併設施設などの条件が異なる 7
施設について見学・ヒアリング調査を行い，敬老堂の運営・計画の動向について概況を報告した．そ
の後，ソウル市に立地する 4 ヶ所（うち 3 ヶ所は前述の調査の対象と重複）の敬老堂において，詳細
な訪問ヒアリング及び実態観察調査により，運営・利用の実態を把握した．






























ていた．単独型の施設においては，3 施設中 2 施設が既存の住宅を一部改修して敬老堂としていた． 
これらの施設では , 開設時の改修内容は設備を最低限に入れ替えた程度であることが把握された . そ
の後必要な改修は , 寄付を募るか区に申請し , 予算がある場合に行っている . イニシャルコストを抑





























　1 人あたりの広さは，最大が GV 敬老堂の約 3.39㎡，最小は CI 敬老堂の約 1.30㎡であり，3 施設
の中でも約 2.6 倍の差がみられた．平均は約 2.14㎡である．
6.2.3）特徴的な場面の抽出
















































は 1970 年代前半から 1980 年代にかけてであるが，人口の高齢化の進展が顕著になったのは 1980
年代後半からであり，期間にずれがみられることも施設整備が急激に進まなかった要因と考えられる．

































































































































































































































































　第 4 章でレビューした論文はいずれも 5 年以上前のものであり，本研究までに機能等に変容がみら
れた施設も存在した．そのため，今日的な自立高齢者支援施設の状況を改めて把握する必要がある．
3.3）東京都におけるストックの把握
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*16）　管野明日美，山部なつ紀，八藤後猛，野村歓　「地域余暇活動施設内の交流・使われ方に関す
る観察調査 ̶ 大都市部における健常高齢者が利用する地域余暇活動施設の建築計画に関する研究 そ
の 2̶」　学術講演梗概集 . E-1, 建築計画 I, 各種建物・地域施設 , 設計方法 , 構法計画 , 人間工学 , 計
画基礎 2006, 185-186, 2006-07-31
*17）　篠田紀行，竹宮健司　「都心部における既存建築ストックの高齢者福祉・生活支援施設への転































第一  総則  




二  種別  
老人福祉センターの種別は、老人福祉センター (特 A 型 )、老人福祉センター (A 型 )及
び老人福祉センター (B 型 )とし、その設置される場所、目的等を考慮して種別を決定す
るものとする。  
三  運営主体  
老人福祉センター (特 A 型 )は、市 (区 )町村が、その他にあつては地方公共団体又は社
会福祉法人が運営することを原則とする。  





第二  老人福祉センター (特 A 型 ) 
一  事業  
老人福祉センター (特 A 型 )においては、次に掲げる事業を行うものとする。  
付録 1：老人福祉センター設置運営要綱 
(1 )  各種相談  
ア  生活相談  
老人の生活、住宅、身上等に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
イ  健康相談  
老人の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
(2)  健康増進に関する指導  
老人の健康増進を図るための栄養、運動等の指導を行うこと。  
(3)  生業及び就労の指導  
老人の生業及び就労等について指導を行い、必要に応じ授産事業を行うこと。  
(4)  機能回復訓練の実施  
老人の後退機能の回復訓練を行うこと。  
(5)  教養講座等の実施  
老人の教養の向上及びレクリエーション等のための事業を行い、又はそのために必要
な便宜を提供すること。  
(6)  老人クラブに対する援助等  
老人クラブの運営について援助を行うとともに、老人に対する調査、研究、広報等の
事業を行うこと。  
二  建物等  
(1)  建物の構造、規模  
ア  老人福祉センター (特 A 型 )の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮し
たものとし、その規模は八〇〇m2 以上とする。  





(2)  立地条件  
老人の利用上の便宜を図ることが可能であり、かつ、事業を円滑に行うことのできる
場所に設置するものとする。  
三  職員  
老人福祉センター (特 A 型 )には、施設の長、相談・指導を行う職員、その他必要な職
員をおくものとする。ただし、施設の運営に支障がない場合には、他の社会福祉施設等
の職員との兼務は差し支えないものとする。  




五  その他  
浴場については、公衆浴場法 (昭和二三年法律第一三九号 )第二条第一項による許可を
受けたものでなければならない。  
第三  老人福祉センター (A 型 ) 
一  事業  
老人福祉センター (A 型 )においては、次に掲げる事業を行うものとする。  
(1)  各種相談  
ア  生活相談  
老人の生活、住宅、身上等に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
イ  健康相談  
老人の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
(2)  生業及び就労の指導  
老人の生業及び就労等について指導を行い、必要に応じ授産事業を行うこと。  
(3)  機能回復訓練の実施  
老人の後退機能の回復訓練を行うこと。  
(4)  教養講座等の実施  
老人の教養の向上及びレクリエーション等のための事業を行い、又はそのために必要
な便宜を提供すること。  
(5)  老人クラブに対する援助等  
老人クラブの運営について援助を行うとともに、老人に対する調査、研究、広報等の
事業を行うこと。  
二  建物等  
(1)  建物の構造、規模  
ア  老人福祉センター (A 型 )の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮した
ものとし、その規模は四九五・五 m2 以上とする。  





(2)  立地条件  
老人の利用上の便宜を図ることが可能であり、かつ、事業を円滑に行うことのできる
場所に設置するものとする。  
三  職員  
付録 1：老人福祉センター設置運営要綱 
老人福祉センター (A 型 )には、施設の長、相談・指導を行う職員、その他の必要な職
員をおくものとする。ただし、施設の運営に支障がない場合には、他の社会福祉施設等
の職員との兼務は差し支えないものとする。  
四  その他  
浴場については、公衆浴場法 (昭和二三年法律第一三九号 )第二条第一項による許可を
受けたものでなければならない。  
第四  老人福祉センター (B 型 ) 
一  事業  
老人福祉センター (B 型 )においては、老人福祉センター (A 型 )の機能を補完する次に
掲げる事業を行うものとする。  
(1)  各種相談  
ア  生活相談  
老人の生活、住宅、身上等に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
イ  健康相談  
老人の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適当な援助、指導を行うこと。  
(2)  教養講座等の実施  
老人の教養の向上及びレクリエーション等のための事業を行い、又はそのために必要
な便宜を提供すること。  
(3)  老人クラブに対する援助  
老人クラブの運営について援助を行うこと。  
二  建物等  
(1)  建物の構造・規模  
ア  老人福祉センター (B 型 )の建物の構造は、利用者の便、防災等について十分配慮した
ものとし、その規模は、一六五 m2 以上四九五・五 m2 未満とする。  




(2)  立地条件  
老人福祉センター (A 型 )との有機的な連携及び老人の利用上の便宜を図ることが可能
であり、かつ、事業を円滑に行うことのできる場所に設置するものとする。  
三  職員  
老人福祉センター (B 型 )には、管理のための職員、その他必要な職員をおくものとす
る。ただし、施設の運営に支障がない場合には、他の社会福祉施設等の職員との兼務は
差し支えないものとする。  
四  老人福祉センター (A 型 )との連携  
付録 1：老人福祉センター設置運営要綱 














三  運営  
(1)  運営主体  
老人福祉施設付設作業所は、地方公共団体又は社会福祉法人が運営することを原則と
する。  
(2)  事業  
老人福祉施設付設作業所においては、その目的を達成するため、次に掲げる事業を行
うものとする。  
ア  老人が行う工芸品の製作、編物、手芸等の作業に必要な場所を提供すること。  
イ  老人の作業に関する各種指導助言を行うこと。  
ウ  老人の作品の展示、即売を行う場所を提供すること。  
(3)  利用者  
老人福祉施設付設作業所の利用者は、原則として六〇歳以上の老人とすること。  
(4)  利用者の負担  
老人福祉施設付設作業所における作業に必要な原材料等の実費は、利用者の負担とす
る。  
四  建物等  








確保できるものとし、その規模は、九九 m2 以上とする。  
(3)  設備  
老人福祉施設付設作業所には、老人が行う作業等に必要な設備を設けるものとする。 
五  老人福祉施設との連携  
老人福祉施設付設作業所の事業を遂行するために、付設される老人福祉施設の職員等
の協力が得られる体制を予め整備しておくものとする。  





(昭和 40 年 4 月 5 日 )

























































































[別表 7]〈改正 2011.12.8〉 
高齢者余暇福祉施設の施設基準及びスタッフ配置基準（第 26 条 第 1 項関連）…注） 
1. 施設規模 
高齢者余暇福祉施設は，次の各目の区分に応じた面積以上であるか，または人が利用できる施設を備えなければならない． 
• 高齢者福祉館：延べ床面積 500 平方メートル以上 
• 敬老堂：利用定員 20 名以上（邑·面地域*の場合には 10 名以上 ）*邑・面は農漁村における洞 
• 高齢者教室：利用定員 50 名以上 
 
2. 施設基準 













電気設備 教室 ラウンジ 部屋 共同浴室 その他 
老人福祉館 1 1 1 1 1 1 1 1 -   - - - - - 
敬老堂 - - - - - 1 - - 1 1 - - - - - 




























  施設長 相談指導員 講師（外部講師を含む） 理学療法士 事務員 調理員 管理人 
老人福祉館 1 名 2 名以上 - 1 名 1 名 1 名 1 名 


















































































自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策












































































































































































































































































































































































































































































自治体名 施設の名前（総称） 施設種別 施設での活動・内容 当該施設に関する計画の名称 計画における当該施設に関する記述
付録4：別表1　東京都における基礎自治体ごとの自立高齢者支援施設に関する計画・施策





































































































































































































































































































東大和市 老人福祉館 老人福祉センターA(一部） お年寄りの健康増進，教養の向上，レクリエーションのための施設

















































































































































自治体名 参考文献No. 参考文献：自立高齢者支援施設に関する計画 該当ページ 公式HP URL 公式HP閲覧日
足立区 25 足立区高齢者福祉保健計画　介護保険事業計画　平成24～26年度 p.27,29 http://www.city.adachi.tokyo.jp/index.html 2014.4.21










葛飾区 32 葛飾区施設白書（平成23年度版） p.61,62 https://www.city.katsushika.lg.jp/index.html 2014.4.22









渋谷区 38 渋谷区実施計画 2013 p.14,15,43 http://www.city.shibuya.tokyo.jp/ 2014.4.26













台東区 45 第5期台東区高齢者保健福祉計画・台東区介護保険事業計画（平成24から26年度） p.24,35 http://www.city.taito.lg.jp/index.html 2014.4.27
中央区 46 第三次中央区保健医療福祉計画 p.76,77,99 https://www.city.chuo.lg.jp/index.html 2014.4.27
千代田区 47 千代田区 保健福祉総合計画 （平成24年度～平成28年度） p.32,37 http://www.city.chiyoda.lg.jp/ 2014.4.27
豊島区 48 豊島区地域保健福祉計画（平成24年度～28年度） p.36,83 http://www.city.toshima.lg.jp/index.html 2014.4.27
中野区 49








文京区 52 「文の京」ハートフルプラン高齢者・介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度） P.46 http://www.city.bunkyo.lg.jp/ 2014.5.1













自治体名 参考文献No. 参考文献：自立高齢者支援施設に関する計画 該当ページ 公式HP URL 公式HP閲覧日
青梅市
58 第５期青梅市高齢者保健福祉計画 青梅市介護保険事業計画 p.32,33
http://www.city.ome.tokyo.jp/ 2014.5.1
59 青梅市公共施設白書（平成25年） p.36,37
清瀬市 60 清瀬市高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画 p.23,28,51 http://www.city.kiyose.lg.jp/ 2014.5.2


















多摩市 70 多摩市高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）平成24～26年度 p.49,50,63,64 https://www.city.tama.lg.jp/index.html 2014.5.3





















府中市 80 府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第5期）（平成24年～26年） p.57,61,62 http://www.city.fuchu.tokyo.jp/index.html 2014.5.10
福生市 81 第4期福生市地域福祉計画（平成23年～26年） p.56,61 http://www.city.fussa.tokyo.jp/ 2014.5.10
町田市 82 町田市高齢者福祉計画 （2012 年度～2021 年度） p.38,46,47 http://www.city.machida.tokyo.jp/ 2014.5.19










日の出町 87 第四次日の出町長期総合計画（平成22年度～平成31年度） p.51 http://www.town.hinode.tokyo.jp 2014.5.23








No. 施設名称 種別 所在地 面積（㎡） 所在階 併設 運営主体 整備主体 築年 開設年 浴室 改修 旧称 一日平均利用人数 利用料金 備考
1 ＊センター 老人福祉センターA **区＊＊　＊-＊-＊ 区 区
2 ＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 293 区 区 ○ 27
3 ＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 393.32 区 区 ○ 51
4 ＊＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 395.71 区 区 ○ 26
5 ＊＊＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 378.11 区 区 ○ 34
6 ＊＊＊＊＊敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 270.13 区 区 ○ 33
7 ＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 414.65 区 区 ○ 72
8 ＃＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 262.03 区 区 ○ 31
9 ＃＃＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 292 区 区 ○ 24
10 ＃＃＃＃敬老館 **区＊＊　＊-＊-＊ 291.46 区 区 ○ 26
11 はつらつセンター＊ **区＊＊　＊-＊-＊ 593.39 区 区 2006 ○ 199
12 はつらつセンター＊＊ **区＊＊　＊-＊-＊ 377.20 区 区 2007 ○ 137
13 はつらつセンター＊＊＊ **区＊＊　＊-＊-＊ 497.25 区 区 2009 ○ 131
**区がweb上で公開する自立高齢者支援施設の情報一覧（区HP，区勢H24より情報引用）
入館無料
